
   

経営発達支援計画の概要 

実施者名 
湖西市商工会（法人番号 1080405001345） 

湖西市   （地方公共団体コード 222216） 

実施期間 令和７年４月１日～令和１２年３月３１日 

目標 

①小規模事業者の自立的な経営力強化による事業継続を実現 

②商工業、農業、観光業等の地域資源の魅力を活かし、地域のにぎわいづく

りを推進 

③小規模事業者との対話と傾聴を通じて、個々の課題を設定した上で、地

域経済を支える小規模事業者の力を引き出し、地域全体での持続的発展

の取組みへ繋げる 

事業内容 

３．地域の経済動向調査に関すること 

①国が提供するビッグデータの活用 ②管内地域事業所動向調査 

４．需要動向調査に関すること 

①商業関係商談会等での需要調査 ②工業関係展示会等での需要調査 

５．経営状況の分析に関すること 

巡回・窓口相談時に経営分析の必要性や重要性を根気よく説明し、関心

を持ってもらうと同時に、自社の強み・弱み等の気づきをあたえることで

自社の経営課題を把握し、事業計画策定への活用について理解を深めると

ともに、対象者の掘り起こしを行う。 

６．事業計画策定支援に関すること 

①「ＤＸ推進セミナー・ＩＴ専門家派遣」の開催 ②事業計画策定支援 

③「創業スクール」の開催 

７．事業計画策定後の実施支援に関すること 

事業計画を策定した全ての事業者を対象に、巡回訪問回数を増やしてフ

ォローアップの実施。 

８．新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

①商談会・展示会等出展事業（ＢtoＢ） 

②ＳＮＳ活用③ＥＣサイト利用事業 

連絡先 

湖西市商工会 経営支援課  

〒431-0431 静岡県湖西市鷲津 332-8 

TEL：053-576-0637  FAX：053-576-3981 

E-mail：shokokai@kosai-city.net 

湖西市 産業部 産業振興課 

〒431-0492 静岡県湖西市吉美 3268 

TEL：053-576-1215 

E-mail：sangyou@city.kosai.1g.jp 
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（別表１） 

経営発達支援計画 

経営発達支援事業の目標 

１．目標 

（１）地域の現状及び課題 

①現状 

 湖西市は、東京、名古屋、大

阪という大都市の中間に位置

し、かつ産業活動が活発な政令

都市「浜松市」と東三河の中心

都市「豊橋市」に挟まれており、

北は赤石山脈の外れにあたる

緑豊かな弓張山系に囲まれ、東

は豊かな水をたたえる浜名湖、

南は太平洋に面した、自然豊か

で温暖な気候のまちである。江

戸時代には、東海道 31 番の新

居宿、32番の白須賀宿と続く交

通の要所として繁栄した。また

吉田藩（豊橋市）であった時代

もあったため、豊橋経済圏とは

人的にも縁が深く、廃藩置県を経て静岡県になったことで浜松市との繋がりも深い地域である。 

 湖西市の人口は、57,793 人（R6.4.1 現在）。2020 年の国政調査結果では、総人口に占める 65

歳以上の割合（高齢化率）は 27.8％であり、全国平均の 28.8％より 1.0 ポイント低いものの、

全国同様に今後高齢化率は年々高まることが予想されている。 

 湖西市は、世界の発明王とも呼ばれる「豊田佐吉」翁の生誕地である。佐吉翁の生家には、母

が毎夜機織りをする暮らしを助けるため、佐吉翁が機織（はたおり）機の改良に取り組んだ逸話

が語り継がれている。そのような歴史から、当地域は戦前より紡績が主な産業であったが、戦後

は自動車産業関連企業の進出がめざましく、日本自動車業界を代表するメーカーの主要工場や

多くの関連企業が立地している。また昭和 40 年代の企業誘致活動により、世界をリードする電

気機械器具製造業の誘致に成功した地域でもあり、輸送用機械器具製造業や電気機械器具製造

業等の製造業事業所が多く立地する地域となっている。 

こうした湖西市の産業全体の総事業所数は 2,151 事業所あり、そこで働く従業者数は 40,581

人に及び、事業所売上(収入)金額総額は 6,374 億 2,000 万円に上る。（R3 年経済センサス-活動

調査より）。 

 

○ 工業（R4.6.1現在 2022年経済構造実態調査） 

 事業所数 227事業所 従業者数 23,742人 

 製造品出荷額等 1兆 5,708億円（静岡県下 第 3位） 

 1事業所あたり製造品出荷額等 69億 2,000万円（静岡県下 第 1位） 

 

○ 商業（R3.6.1現在 R3年経済センサス-活動調査） 

 商店数 395店 従業者数 2,953人 ※飲食店を除く 

 年間商品販売額 723億 1,900万円 

 

 

湖西地区 

新居地区 
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○ 農業（R2.2.1現在 2020年農林業センサス） 

 農業経営体数 455経営体 農業従事者数 1,023人 

 経営耕地面積 568ha（田 174ha 畑 279ha 樹園地 115ha） 

    農業産出額 89億 4,000万円（R4年市町村別農業産出額（推計）） 

 

○ 漁業（H30.11.1現在 H30年漁業センサス） 

    海面漁業の状況 経営体数 160経営体 

 

湖西市商工会地域における商工業者数は 1,488事業所。その内、小規模事業者数は 1,309事業

所（令和 6 年 3 月現在）と全体の 88％を占めている。湖西市商工会地域における今後の産業・

経済面でも、楽観的な予想は困難であり、産業全体の推移では縮小の懸念が持たれているのが現

状である。 

湖西市は、自動車関連産業が集積する工業都市で、製造品出荷額は、静岡県下で静岡市、浜松

市に次ぎ第 3位となっており、市外から約 15,000人 が通勤する「働くまち」となっている。人

口減少・少子高齢化が進む中、湖西市が持続的に発展するためには、市外からの通勤者やその家

族が、湖西市に定住することが生命線と言える。このため、住環境の整備や、移住定住促進策を

講じることにより、移住者や市民が自然豊かな湖西市でのゆとりあるライフスタイルを送るこ

とができるよう「職住近接」を推進している。また、市民生活の利便性を確保するために、次世

代交通を活用した各地域をつなぐ公共交通の拡充を図るとともに、安心してこどもを育てられ

るまちを目指し、結婚・出産・子育てに関する施策を展開している。令和 2年に感染が拡大した

新型コロナウイルス感染症は、産業に大きな影響を与え、社会にも大きな変化をもたらした。今

後も湖西市が働くまちとして持続的に発展するために、強みであるモノづくり産業の活性化と、

工業・商業への支援 、企業との連携を強化するとともに 、新たな生活様式に適応 したデジタ

ル・スマートシティの実現に向けて、市民の利便性向上や自治体運営の効率化を図っていく。 

地方回帰に傾いている今こそ、「『ひと・自然・業（わざ）』がつながり」、社会情勢や人々のニ

ーズを的確に捉え、湖西市への移住定住につなげていく。湖西市は、「働くまちから働いて暮ら

すまちへ」生まれ変わろうとしている。 

 

②課題 

・地域や管内における産業別の状況 

「将来推計人口（2023 年 12 月推計：国立社会保障・人口問題研究所）」によれば、2022 年か

ら 2050 年までの 30 年間に湖西市の人口は 26％減少し、42,841 人となる見込みとのことであ

る。またこのとき（2050年）の平均年齢は、2020年の 47.3歳から 10.3歳上昇し、57.6歳とな

ることが予想されている。 
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「日本の地域別将来人口推計」(国立社会保障・問題研究所、2023年 12月公表)で予測されて

いる 2025年の湖西市の人口構成は、3.6人に 1人が 65歳以上、7.3人に 1人が 75歳以上で、高

齢者と生産年齢人口の比率は、1 対 2.1 となっている。2 人ないし 3 人の青年・壮年・中年が 1

人の 65 歳以上の高齢者を支える社会となっている。出産や子育ての中心となる若い女性に着目

すると、20歳～39歳（若年女性）の人口は約 5,100人。総人口に占める割合は 9.1％である。5

年前と比べ 5.4%の減少となる。 

この人口構成は、2030 年には人口の 3.2 人に 1 人が 65 歳以上となり、5.2 人に 1 人が 75 歳

以上となることが予想されており、高齢者と生産年齢人口の比率は 1対 1.9となる。若年女性人

口は約 4,800人。総人口に占める割合は 8.9％である。5年前の 2025年と比べ 5.9％減少、また

2020年からは 10.9％減少と予測されている。 

更に 2035 年には人口の 3.0 人に 1 人が 65 歳以上、5.0 人に 1 人が 75 歳以上、高齢者と生産

年齢人口の比率は 1 対 1.7、若年女性人口は約 4,700 人、総人口に占める割合は 9.2％、5 年前

の 2030年と比べ 1.7％減少する。 

その後も、2040年には高齢者と生産年齢人口の比率は 1対 1.5、若年女性人口は約 4,300人に

減少。そして 2045 年には、高齢者と生産年齢人口比率は 1 対 1.3、若年女性人口は約 3,700 人

と予想されており、高齢化率や人口減少率は大変厳しい未来を想像せざるを得ない状況にある。 

 

・工業・商業 

世界の発明王 豊田佐吉翁の生まれ故郷である湖西市は、自動車関連の輸送用機械器具製造業

や電気機械器具製造業が特に盛んな工業都市です。 

工業については、事業所の高台への移転や事業拡大による工場拡充の需要に応えることが必

要といわれている。また、中小企業の新たな事業展開を支援し、稼ぐ力を強化する必要もあると

思われる。 
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商業については、駅周辺の賑わい創出が求められている。まちの魅力向上のため、駅周辺に小

売店や飲食店などの事業所を誘導していく必要がある。また、高齢化、少子化、その他の要因か

ら業種を問わず後継者不足が大きな課題となっている。 

 

・農業・漁業 

農業従事者の高齢化と後継者不足が課題となっている。遊休農地も存在し、今後荒廃していく

ことが懸念され、その活用についても課題となっている。 

漁場環境は自然環境の変化など様々な要因で、変化している。特に、主要品目であった「あさ

り」については、近年水揚高が落ち込み、水産資源の回復が重要な課題となっている。 

 

《商工業者数と小規模事業者数の推移》 

年  度 商工業者数 小規模事業者数 
小規模事業者の 

減少率 

平成 26年 3月 1,794 1,531 ― 

平成 31年 3月 1,507 1,381 ▲ 9.8％ 

令和 6年 3月 1,488 1,309 ▲14.5％ 

地区内小規模企業者数は、直近 10 年間で 222 件減少した。直近 5 年間では 72 事業所の減少

にとどまり、減少率は下がっているものの、人口減少・少子高齢化、後継者不足等の影響でこの

先大幅な減少が懸念される。 

 

（２）小規模事業者に対する長期的な振興のあり方 

①10年程度の期間を見据えて 

湖西市の生産年齢人口（15～64歳）は 2040年には 2015年の約 4分の 3にまで減少する見

込みである。湖西市の産業の柱であるモノづくり産業を、今後も持続的に発展させていくた

めには、モノづくり産業を担う人材を育成し、確保していく必要がある。湖西市には大企業

から中小企業まで様々なモノづくり企業が集積している。 

市内に住む子供たちがそうした地元の企業を身近に感じ、地域の仕事に対する理解と愛着

を深めることで、将来も地元で働きたい・暮らしたいと思ってもらえるような取組みが求め

られている。 

また、人材の確保以外にも事業承継や新技術の開発など、企業が抱える課題は様々ある。

こうした課題やニーズをいち早く把握して、課題解決に向けた取組みや支援につなげるため

の仕組みづくりも必要となっている。 

 

②湖西市総合計画との連動性・整合性について 

湖西市の将来の理想の姿を明確にし、着実に実現していくため、 2040 年の湖西の理想の

姿「ＫＯＳＡＩ ２０４０」を示している。  

ⅰ 安心して暮らすことができるまち 

都市基盤が整えられ災害に強いまちづくりが進み、地域住民の災害への意識も高く、安

心して暮らすことができるまちになっている。 

ⅱ 結婚・出産・子育ての希望がかなえられ、誰もが活躍できるまち 

将来を担うこどもたちが学び、育つ教育環境も充実している。 そして、性別、年齢、国

籍を問わず、誰もがいきいきと活躍できるまちとしての風土が醸成されている。  

ⅲ 稼ぐ力に満ち、安心して働けるまち 

モノづくりは、ヒトづくり。モノづくりを支える人材が次々と育まれている。 工業とと
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もに、農業、漁業、商業も盛んで、地域の活力や賑わい、多様な働く場を生み出している。 

ⅳ 新たなつながりを築き、新しいひとの流れがあるまち 

湖西市に住むひと、訪れるひと、生まれ育ったひとや様々な国籍のひと、子供、大人等

のつながりがさらに広がり、絆が生まれ、地域に関わり、結びつくひとが増えることで移

住・定住へとつながっている。 

持続的な経済の発展を実現するため、市外への流出抑制を図る戦略方針として、①職住近接

や賑わい創出につながる取組みを積極的に推進するとともに、産業の事業承継や新たな企業立

地を支援し、経済の発展と市民生活の向上を図る ②若者だけでなく、女性や高齢者に対し就

労支援を行い、働く意欲に応える ③新型コロナウイルス感染症の感染拡大やインフラ整備な

どによる社会情勢の変化、これらによる産業への影響を的確に捉え、誰もが安心して働き続け

られるよう、迅速かつ臨機応変に対応するとともに、将来を見据えた取組みを進める。 

 

③商工会としての役割 

引き続きアフターコロナの環境変化に応じたビジネスモデルの再構築に係る取組みに対し

ての支援として、個店の事業を活性化させ街に賑わいを取り戻すための政策・支援を積極的に

行い、経営者の高齢化と後継者不在による廃業の増加が見込まれることから、新規創業者発掘

と会員拡大を図る。 

中小企業の人手不足感を解消するために外国人技能実習生及び特定技能者の受入企業拡大

を図り、平成 6 年からインドネシア国より受入れして 30 年が経過し、受入れ実績とノウハウ

を生かした事業を展開する。 

地域に密着した経済団体として、湖西市及び湖西市商工会との関係を密にし、地域の声を施

策に反映させることで、湖西市全体が一つになって地域経済の振興・発展に寄与できる体制づ

くりを行っていく。 

 

（３） 経営発達支援事業の目標 

当地域の現状や課題を踏まえて行政・関係諸機関との連携を強化し、小規模事業者が抱える

経営課題を解決すべく、以下のとおり目標を設定する。 

①小規模事業者の自立的な経営力強化による事業継続を実現 

②商工業、農業、観光業等の地域資源の魅力を活かし、地域のにぎわいづくりを推進 

③小規模事業者との対話と傾聴を通じて、個々の課題を設定した上で、地域経済を支える小規

模事業者の力を引き出し、地域全体での持続的発展の取組みへ繋げる 

 

経営発達支援事業の内容及び実施期間 

２.経営発達支援事業の実施機関、目標の達成方針 

（１）経営発達支援事業の実施期間（令和７年４月１日～令和１２年３月３１日） 

 

（２） 目標の達成に向けた方針 

①小規模事業者の自立的な経営力強化による事業継続を実現 

激変する環境変化に対応し、業務改善を図って行く上で、財務データ等から見える表面的

な経営課題だけでなく、事業者との対話と傾聴を通じて経営の本質的な課題を自ら認識する

ことに重点を置き、本質的課題を反映させた事業計画策定の支援を行う。また、専門的な課

題解決については、経営指導員による支援に加えて静岡県商工会連合会のエクスパートバン

ク制度等を活用した専門家派遣や広域支援拠点の広域指導員と連携を図っていく。 
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②商工業、農業、観光業等の地域資源の魅力を活かし、地域のにぎわいづくりを推進 

湖西市内にある資源の魅力を活かし地域特産品・サービスの開発・改善を支援し、IT技術

を利用した提供方法の推進や販路開拓の支援等を通して、域外需要を呼び込める魅力あふれ

る地域づくりに貢献する。 

③小規模事業者との対話と傾聴を通じて、個々の課題を設定した上で、地域経済を支える小規

模事業者の力を引き出し、地域全体での持続的発展の取組みへ繋げる 

人口減少社会において、地域経済の維持と持続的発展に取組む上で、地域を支える個々の

小規模事業者への経営課題の設定から課題解決に至るまでの伴走支援において、事業者や従

業員との対話を通じて潜在力を引き出すことで、個社にとどまらず地域全体で課題に向き合

うとともに、自己変革していく機運を醸成する。 

 

Ⅰ．経営発達支援事業の内容  

 

３.地域の経済動向調査に関すること 

（１）現状と課題 

[現状] 

当会では、経営指導員等による巡回並びに窓口相談等の機会を利用し、独自のヒアリング

シートで管轄地域内の中小企業事業者を対象に動向を把握し情報収集を行っている。ヒアリ

ング内容は、売上高、運転資金、人材確保、事業承継、デジタル化等について把握し、事業

計画の策定や事業承継相談等に反映させている。 

[課題] 

商工会の本質ともいえる経営改善普及事業と連動させ、地域の中小零細企業との密接な関

係を構築し、廃業等による自然減に歯止めをかける事業を展開して行くためにも、国の動き

や地域の経済動向を常に注視して行く必要がある。 

 

（２）目標 

 公表方法 現行 R7年度 R8年度 R9年度 R 10年度 R 11年度 

①地域の経済動向

分析の公表回数 
ＨＰ掲載 － 1回 1回 1回 1回 1回 

②管内地域会員事

業所動向調査回数 
ＨＰ掲載 － 1回 1回 1回 1回 1回 

③②の回収率 ＨＰ掲載 37.4％ 40％ 40％ 45％ 45％ 50％ 

 

（３）事業内容 

①国が提供するビッグデータの活用 

【調査手法】当地域における人口推移や産業動向などを全国的なデータベースと照らし合わせ

ながら把握して行くことで、地域において今後必要とされる産業を推測し、地域

ビジネスの包括的な支援に繋げて行くため、経営指導員が「ＲＥＳＡＳ」（地域

経済分析システム）を活用した地域の経済動向分析を行い、年１回公表する。 

【調査項目】・「地域経済循環マップ・生産分析」→何で収益を得ているか等を分析 

・「産業構造マップ」→産業の現状等を分析 

・「まちづくりマップ・Ｆｒｏｍ－ｔｏ分析」→滞在人口を始めとする人の動きを

分析 

・「企業活動マップ・企業情報」→創業比率や地域企業の財務を分析 
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②管内地域事業所動向調査 

経営指導員等の巡回指導や窓口相談の際に事業所動向調査を、年間を通して実施する。調

査結果は、管内地域事業所の経営課題を把握し、静岡県商工会連合会のエクスパートバンク

制度等を活用した専門家派遣や広域支援拠点の広域指導員と連携し課題解決を図る。 

【調査対象】管内会員事業所 961事業者（令和 6年 8月 29日現在） 

【調査項目】売上高、運転資金、人材確保、事業承継、デジタル化等 

【調査手法】経営指導員等による巡回及び窓口でのヒアリング 

【分析手法】経営指導員主体となり、状況に応じて専門家等と連携を図りながら分析を行う 

 

（４）経済動向調査結果の活用方法 

○情報収集・調査、分析した結果はホームページに掲載し、管内事業者等に周知する。 

 ○既存事業者に対する新事業提案や地域内での創業希望者に対する相談業務等に活用する。 

 

４. 需要動向調査に関すること 

（１）現状と課題 

[現状] 

商業関係は、隣接する東三河最大規模の商談会「“地球の絆”情報交換会・商談会」をはじ

めとする各種商談会、工業関係は「ものづくりワールド大阪」や「テクニカルショウヨコハ

マ」をはじめとする各種展示会に出展し、独自に需要動向に関する調査を実施しているが、

湖西市商工会が直接的に関与し調査協力ができていない。 

地域資源を活用した商品開発や販路開拓を目指し、地域外へ販路開拓に取組む希望を持つ

事業所では、独自に商品開発等を行っているものの、消費者に対して需要調査は十分にでき

ていない。 

[課題] 

「“地球の絆”情報交換会・商談会」、「ものづくりワールド大阪」や各種商談会・展示会等

の需要動向調査は非常に効果的であるため継続的に出展することを勧めている。また、イン

ターネットやＳＮＳ等からも比較的容易に情報が得られ、参考とすることも可能である。そ

の為これらの情報を活用することで顧客ニーズにあった商品・サービスの構築支援や需要調

査していく必要がある。 

 

（２）目標 

 現行 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 

①商業関係商談会等

でのアンケート支援

対象事業者数 

－ 2事業者 2事業者 2事業者 2事業者 2事業者 

②工業関係展示会等

でのアンケート支援

対象事業者数 

4事業者 5事業者 5事業者 5事業者 5事業者 5事業者 

 

（３）事業内容 

①商業関係商談会等での需要調査 

【目的】 

隣接する東三河最大規模の「“地域の絆”情報交換会・商談会」等の商談会において、事業

者が事業展開する上で求められる需要動向に係る情報を適宜提供できる調査項目を盛り込
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んだアンケートを実施する。来場者に直接ヒアリングすることで需要動向を収集し、販路開

拓を見据えた基礎資料として活用を図るとともにニーズに合った商品開発に活用していく。 

【調査手法】 

来場者へ試食やサンプルを準備し、実食していただくことでニーズや意見・感想を引き出

すアンケートを実施する。アンケートは紙以外にＬＩＮＥ等のアンケート機能も活用する。 

【サンプル数】 

来場者 50人/事業者 

【調査項目】 

認知度・価格・パッケージデザイン・ボリューム・味・良い点・改善点等、調査内容は販

売品に応じて項目を設定し、事業者の状況に応じて調査項目の見直し等も行う。 

【需要動向調査結果の活用方法】 

調査結果は、事業者と経営指導員等が分析を行い、詳細な分析が必要な場合は専門家に依

頼し分析を実施する。分析結果は事業者へフィードバックし、更なる改良等を行う。 

 

②工業関係展示会等での需要調査 

【目的】 

「ものづくりワールド大阪」や「テクニカルショウヨコハマ」等の展示会において、既存

事業の拡充、販路開拓や新商品開発に活かせるような調査項目を盛り込んだアンケートを実

施する。 

経営指導員等が伴奏型で支援を行い、顧客のニーズ、市場動向等を把握し提供することで、

事業計画策定時及びフォロー時に、より効果的に活かせるようにする。 

【調査手法】 

来場者に、ヒアリング及び体験していただくことで、ニーズや意見・感想を引き出せるア

ンケートを実施する。アンケートは紙以外にＬＩＮＥ等のアンケート機能も活用する。 

【サンプル数】 

来場者 50人/事業者 

【調査項目】 

来訪目的、価格や機能性、展示物に対する評価、購入見込み（例：展示会への来場動機、

類似機械使用における要望、購入決定の要件等）。 

【需要動向調査結果の活用方法】 

調査結果は、事業者と経営指導員等が分析を行い、詳細な分析が必要な場合は専門家に依

頼し分析を実施する。分析結果は事業者へフィードバックし、更なる改良等を行う。 

 

５. 経営状況の分析に関すること 

（１）現状と課題 

[現状] 

当会は、記帳指導対象者が約 200事業者あり、帳簿記入から月次決算までの税務支援を行

っている。その事業者の中から状況に応じて経営状況の分析を行っている。また、定期的に

開催する税務相談会や金融相談会において相談内容によって経営状況の分析を行っている。 

[課題] 

税務相談や金融相談において経営分析を実施したが、分析した自社の経営指標の意味が十

分に伝わっておらず、その後の支援や事業者の取組みに活かしきれていなかった。未接触事

業者は着実に減少しているが、更なる減少に向けた取組みが必要となっている。 
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（２）目標 

項   目 現行 R7年度 R8年度 R9年度 R 10年度 R 11年度 

経営分析事業者数 30事業者 50事業者 50事業者 50事業者 50事業者 50事業者 

 

（３）事業内容 

巡回・窓口相談時に経営分析の必要性や重要性を根気よく説明し、関心を持ってもらうと同

時に、自社の強み・弱み等の気づきをあたえることで自社の経営課題を把握し、事業計画策定

への活用について理解を深めるとともに、対象者の掘り起こしを行う。また、記帳システム利

用者、融資あっせん先、各種補助金申請先も対象に加え、定量・定性分析を実施する。 

【対象者】 

記帳指導対象者や融資相談、経営相談窓口相談者に対して、巡回・窓口等で、経営指導員等

の日々の指導を通じ、経営分析の必要性を説明し、積極的な意識を持つ前向きな支援先事業者

を選定する。 

【調査手法】 

経営指導員等が、巡回や窓口、オンラインにて対話と傾聴を通じて本質的な課題を抽出し、

多様な支援ツールから事業者に合わせて活用、選択を行う。 

【分析項目】 

定量分析たる「財務分析」、定性分析たる「ＳＷＯＴ分析」を行う。 

《財務分析》売上高、経常利益、損益分岐点、粗利益率 等 

《ＳＷＯＴ分析》強み、弱み、脅威、機会 等 

【分析手法】 

企業健康診断ツール「ローカルベンチマーク」、将来を構想するための思考補助ツール「経

営デザインシート」、静岡県商工会連合会が作成した分析ツール「経営振り返りシート」、中小

企業の経営指標等を活用して経営指導員等が分析を行う。 

 

（４）経営分析結果の活用方法 

分析結果は、実施した事業者にフィードバックし、以後の事業計画策定等に活用する。また、

データベース化して内部共有し、経営指導員等のスキルアップに活用して行く。 

 

６.事業計画策定支援に関すること 

（１）現状と課題 

[現状] 

当商工会では、事業者が希望する補助金申請等の機会に合わせ、事業計画の策定支援を行

っている。事業計画の策定では、静岡県商工会連合会の小規模企業ビジネスパワーアップ事

業等を活用し、経営指導員が同行する専門家派遣事業によって対応している。 

[課題] 

専門家派遣事業により、小規模事業者持続化補助金、小規模事業者経営力向上事業費補助

金等の申請に繋げ、成果を得ている。しかしながら、こうした個別支援を希望する事業者は

限られており、地区内の多くの小規模事業者にとって、事業計画を策定してそれに基づく経

営を行うことの重要性は認識されていないのが現状である。 

 

（２）支援に対する考え方 

小規模事業者に対し、事業計画策定の意義や重要性を漠然と述べても、実質的な行動や意識

変化を促せる訳ではない。そのため、経営分析を実施した事業者が自社の強み・弱み等の気づ

きを得て、現状を正しく認識した上で分析に基づき、事業者が当事者意識を持って課題に向き
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合うことを重視する。事業計画策定に能動的に取組んでもらうため、対話と傾聴を通じて最適

な意思決定のサポートを行う。また、事業計画の策定前段階においてＤＸに向けたセミナーを

行い、小規模事業者の競争力の維持・強化を目指す。 

一方、補助金の申請は小規模事業者にとって、事業計画策定の大きな動機付けになってい

る。そこで、「小規模事業者持続化補助金」「小規模事業者経営力向上事業費補助金」の申請を

目標とする事業者を対象として、事業計画の策定に繋げていく。 

 

（３）目標 

 現行 R7年度 R8年度 R9年度 R 10年度 R 11年度 

①ＤＸ推進セミナー １回 １回 １回 １回 １回 １回 

②事業計画策定事業

者数※ 
16事業者 25事業者 25事業者 25事業者 25事業者 25事業者 

③創業計画策定件数 16事業者 20事業者 20事業者 20事業者 20事業者 20事業者 

※経営革新、持続化補助金、経営力向上事業費補助金の申請事業者数含む 

 

（４）事業内容 

①「ＤＸ推進セミナー・ＩＴ専門家派遣」の開催 

ＤＸに関する意識の醸成や基礎知識を習得するため、また実際にＤＸに向けたＩＴツー

ルの導入やＷＥＢサイト構築等の取組みを推進していくためにセミナーを開催する。 

【支援対象】 

ＤＸに意欲的な事業者 

【手段・手法】 

ＤＸ推進に繋げるため「ＤＸ推進セミナー」を年 1 回実施する。カリキュラムは、ＤＸ

総論、ＤＸ関連技術や具体的な活用事例を交え、クラウド型顧客管理ツールやＳＮＳを活

用した情報発信方法、ＥＣサイトの利用法等ＤＸ推進の動機付けとなるセミナーを開催す

る。セミナー受講事業者へ経営指導員等が訪問し、現状の問題、課題を整理し、専門的かつ

高度な事案等必要に応じてＩＴ専門家派遣を活用する。 

 

②事業計画策定支援 

【支援対象】 

事業環境変化に対応していくため、経営分析（記帳・融資・経営相談窓口相談者）を行っ

た事業者で、各種補助金申請や経営革新計画の承認、事業承継及び事業再生等のため事業

計画策定を目指す小規模事業者とする。 

【手段・手法】 

経営指導員だけでなく職員全員が担当者となり、事業計画策定に繋げる。 

 

③「創業スクール」の開催 

【支援対象】 

創業又は創業後間もない前向きに検討する地域の女性や若者、シニア等 

【募集方法】 

 当会ホームページや会報、経営指導員等の巡回による告知 

【回数・人数】 

年１回のセミナー開催、各回 20名の受講者を目標にする。 
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【カリキュラム】 

 座学 5回（基礎・実践編） 

【手段・手法】 

経営指導員だけでなく外部専門家も交えて確実に事業計画の策定に繋げる。 

 

７.事業計画策定後の実施支援に関すること 

（１）現状と課題 

[現状] 

当会では、これまで経営革新計画に関しては静岡県から送付されるフォローアップ調査に

従い、経営指導員による巡回ヒアリングを行っている。また、補助金等の活用を目的とした

事業計画策定を行った事業者に関しては、経営指導員等が中心となり、補助事業期間中は勿

論、事業完了後も各種報告時に合わせて年１回程度のヒアリングを実施している。しかしな

がら、実際は現状確認に留まることが多く、改善提案まで進んでいないのが現状である。 

[課題] 

事業者が、計画を日々の経営に反映させようとする意識が本当に高まったのか、更には経

営指導員の指導力が十分発揮できていたのかとなると疑問が残る。経営的なフォローアップ

を実施し、ＰＤＣＡサイクルを回していくことができるかが課題である。 

 

（２）支援に対する考え方 

自走化を意識し、経営者自身が「答え」を見出すこと、対話を通じてよく考えること、経

営者と従業員が一緒に作業を行うことで、現場レベルで当事者意識を持って取組むなど、計

画の進捗フォローアップを通じて経営者へ内発的動機付けを行い、潜在力の発揮に繋げる。 

事業計画を策定したすべての事業者を対象とするが、事業計画の進捗状況や事業者の課題

等により、訪問回数を増やして集中的に支援すべき事業者と、ある程度順調と判断し訪問回

数を減らしても支障ない事業者を見極めた上でフォローアップする等伴走支援に取組む。 

 

（３）目標 

 現行 R7年度 R8年度 R9年度 R 10年度 R 11年度 

フォローアップ対象

事業者数 
20事業者 30事業者 30事業者 30事業者 30事業者 30事業者 

頻度（延数） 80回 120回 120回 120回 120回 120回 

売上増加事業者数 16事業者 20事業者 20事業者 20事業者 20事業者 20事業者 

営業利益 5％以上増加

事業者数 
7事業者 10事業者 10事業者 10事業者 10事業者 10事業者 

創業支援対象フォロ

ーアップ事業者数 
－ 10事業者 10事業者 10事業者 10事業者 10事業者 

頻度（延数） － 30回 30回 30回 30回 30回 

創業者数 － 5事業者 5事業者 5事業者 5事業者 5事業者 
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（４）事業内容 

事業計画を策定した全ての事業者を対象に、巡回訪問回数を増やしてフォローアップの推

進を図る。策定した計画の進捗状況を随時確認するため、計画策定事業者への基本的な訪問

回数を、年４回（４半期に１回）と設定した上で、それぞれの進捗状況に合わせてフォロー

アップ頻度を調整する。 

なお、進捗状況が思わしくなく、事業計画との間にズレが生じていると判断する場合や、

計画進捗に関して重要な課題が発生し、専門的な解決策が必要と判断される場合には、専門

家派遣事業等を活用して外部専門家を投入し、当該ズレの発生要因や今後の対応方策の検討

を行い、更に専門的な解決策を提案するなどの方法で伴走支援を進める。 

 

８．新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

（１）現状と課題 

[現状] 

本会は、商業関係では、隣接する東三河最大規模の商談会「“地球の絆”情報交換会・商談

会」や静岡県商工会連合会のアンテナショップ「アレモキッチンコレモストア」、工業関係で

は、「ものづくりワールド大阪」や「テクニカルショウヨコハマ」などの地域外商談会・展示

会への販路開拓事業を展開してきた。 

[課題] 

小規模事業者にとって、事業存続していくためには、販路開拓支援事業を継続的に進める

ことが重要であると認識している。そのため、今後も様々な支援機関等（静岡県、静岡県商

工会連合会、地元金融機関、ＪＥＴＲＯ浜松等）と連携し、個別事業者の販路開拓を継続的

に推進して行く必要があると考えている。  

 

（２）支援に対する考え方 

商工会が自前で商談会や展示会等を開催するのは困難であるため、隣接する地域及び関

東・関西地域で大規模に開催される商談会や展示会等への出展を促す。出展にあたっては、

経営指導員等が事前・事後の出展支援を行うとともに、出展期間中には陳列、接客等きめ細

やかな伴走支援を行う。 

ＤＸに向けた取組みとして、データに基づく顧客管理や販売促進、ＳＮＳ情報発信、ＥＣ

サイトの利用等のＩＴ活用による営業・販路開拓に関するセミナーの開催や相談対応を行

い、理解度を高めた上で、導入にあたって必要に応じてＩＴ専門家派遣等を実施する等事業

者の段階に合った支援を行う。 

 

（３）目標 

項   目 現行 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 

① 商談会・展示会等出展支援事

業者数（ＢtoＢ） 
4事業者 7事業者 7事業者 7事業者 7事業者 7事業者 

成約件数/事業者 1件 1件 1件 1件 1件 1件 

②ＳＮＳ活用支援事業者 － 5事業者 5事業者 5事業者 5事業者 5事業者 

売上増加率/事業者 － 10％ 10％ 10％ 10％ 10％ 

③ＥＣサイト利用支援事業者数 － 3事業者 3事業者 3事業者 3事業者 3事業者 

売上増加率/事業者 － 10％ 10％ 10％ 10％ 10％ 
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（４）事業内容 

①商談会・展示会等出展事業（ＢtoＢ） 

事業計画を策定した事業者で新たな顧客(新規取引先)開拓を希望する事業者を対象に各

種商談会・展示会に優先的に出展支援し、新たな需要開拓に繋げていく。また、必要に応じ

て専門家による支援も実施し、新たな顧客獲得へ繋げる。 

・「“地球の絆”情報交換会・商談会」：三遠南信地域を中心とした製造業も含むが、小売・

サービス業など約 200社が出展し、商社等バイヤーとの商談・情報交換を目的として年１

回開催される。 

・「ものづくりワールド大阪」：西日本最大級の製造業の展示会で年 1 回開催され、3

日間で来場者数 3 万人以上、1,000 社以上出展する。 

・「テクニカルショウヨコハマ」：首都圏最大級の工業技術・製品に関する総合見本市

で、技術・製品の販路拡大やビジネスチャンスの創出、地域産業の振興を目的

として年 1 回開催され、3 日間で来場者数約 18,000 人、約 800 社出展する。 

自社で出展するには費用の負担も大きいことから、当会でブースを借り、製造業中心の

展示会ではあるが、業種を問わず小規模事業者向け、創業間もない事業者や新商品等開発

事業者の支援を行う。経営指導員等が出展者の商品・サービス内容を把握し商談等の支援

を行う。 

 

②ＳＮＳ活用 

現状の顧客が近隣の商圏に限られていることから、より遠方の顧客の取込みの為、取組み

やすいＳＮＳを活用し、宣伝効果を向上させるための支援を行う。 

 

③ＥＣサイト利用事業 

事業者が独自に行うショッピングモールへの出展に際し、効果的な商品紹介のリード文・

写真撮影、商品構成等の伴走支援を行う。また、自社ＨＰによるネットショップ開設につい

ても、立ち上げから商品構成、ページ構成、ＰＲ方法等ＷＥＢ専門会社やＩＴベンダーの専

門家等と連携し、セミナー開催や立ち上げ後の専門家派遣を行い、継続的に支援する。 

 

Ⅱ．経営発達支援事業の円滑な実施に向けた支援力向上のための取組み 

 

９. 事業の評価及び見直しをするための仕組みに関すること 

（１）現状と課題 

[現状] 

評価については、年度当初の理事会及び毎年開催される総代会において、事業の報告が行

われているが、理事会、総代会出席者は商工会役員・総代・職員のみとなっている。事業報

告書は常備されているが、ホームページ等での公表はしておらず改善する必要がある。 

[課題] 

役員などに対して、経営発達支援計画の内容を理解してもらうための説明が行き届いてお

らず、目標及び事業内容の理解度を深められるよう詳細な説明が必要である。また、事業の

評価が定量的な評価に偏りがちであるため、定性的にも成果等の分析ができるよう、本事業

の精度向上と情報共有に努め、支援機関として一体化を図る。更に改善と改革の意識を念頭

に効果的にＰＤＣＡサイクルを回し、小規模事業者にとって有益な評価報告書を提出できる

よう体制を整える。 
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（２）事業内容 

①事業の実施状況を定量的に把握する仕組み 

実施状況を把握するため、四半期毎に各目標項目の実績値を経営指導員等から収集し、Ａ・

Ｂ・Ｃ・Ｄ評価内容で点数を付け、事務局長、経営指導員をはじめとした職員会議にて、本

事業の進捗状況の報告を行う。報告時に問題点、課題点や各事業者の支援方法等を洗い出し、

改善策等も含め正副会長会議・理事会に提出し議論を重ね情報の共有を図る。 

各評価の達成割合は下記のとおりと考える。 

評価 達成割合 評価 達成割合 

Ａ 80％以上 100％ Ｃ 40％以上 60％未満 

Ｂ 60％以上 80％未満 Ⅾ  0％以上 40％未満 

 

②事業評価の手法と事業評価・見直しを行う頻度 

外部有識者（中小企業診断士等）、湖西市、法定経営指導員、経営指導員、経営支援員で構

成する経営発達支援会議を開催し、事業の実施状況、成果の評価や見直し等を随時行う。当

会の四役会、理事会へ議案を提出し承認を受ける。 

 ※「経営発達支援会議」 年 3回開催（4月・10月・1月開催） 

更に改善と改革の意識を念頭に置き効果的にＰＤＣＡを回す仕組みとして、年 3回の経営

発達支援会議で事業の見直しを行った後、その後の事業に反映していく。小規模事業者にと

って有益な評価報告書を提供できるよう湖西市と連携を図り体制を整える。 

 

③評価結果の公表方法 

事業の成果、評価、見直しの結果については、理事会で報告承認後、当会ホームページで

計画期間中公表し、事務所内には常時閲覧できる体制を整える。 

 

１０.経営指導員等の資質向上等に関すること 

（１）現状と課題 

[現状] 

本会では、これまで能力開発強化支援事業として、経営指導員等を中小企業大学校の中小

企業支援担当者研修に毎年参加する方法や経営指導員等が専門家派遣事業に帯同するなど

の方法で、職員のスキルアップを図っている。 

[課題] 

伴走支援に取組むためには、経営指導員の資質向上が不可欠である。そのためには、受講

が義務付けられている研修会だけでなく、中小企業大学校や静岡県商工会連合会及び関係支

援機関が主催する研修会等に年１回以上参加することが必要である。 

 

（２）事業内容 

①外部講習会等の積極的活用 

【ＤＸ推進に向けたセミナー】 

喫緊の課題である地域の事業者のＤＸ推進への対応にあたっては、経営指導員等のＩＴ

スキルを向上させ、ニーズに合わせた相談・指導を可能にするため、下記のようなＤＸ推

進に係る相談・指導能力の向上のためのセミナーに積極的に参加する。 

＜ＤＸに向けたＩＴ・デジタル化の取組み＞ 

ア)事業者にとって内向け(業務効率化等)の取組み 

ＰＲＡシステム、クラウド会計ソフト、電子マネー商取引システム等のＩＴツール、テ

レワークの導入、補助金の電子申請、情報セキュリティ対策等 
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イ)事業者にとって外向け(需要開拓等)の取組み 

ホームページ等を活用した自社ＰＲ・情報発信方法、ＥＣサイト構築・運用、オンライ

ン展示会、ＳＮＳを活用した広報、モバイルオーダーシステム等 

ウ)その他取組み 

オンライン経営指導の方法等 

 

②ＯＪＴ制度の導入と傾聴力向上 

支援経験の豊富な経営指導員と一般職員がチームを組成し、巡回指導や窓口相談の際に

ＯＪＴを積極的に実施し、組織全体としての支援能力と、事業者と接する機会が増えるこ

とで対話と傾聴力の向上を図る。 

 

③データベース化 

経営指導員等が、当会独自の経営支援システム上のデータの入力を適時・適切に行い、支

援中の小規模事業者の状況などを職員全員が共有する。それにより、担当外の職員でも一

定レベル以上の対応ができるようにするとともに、支援ノウハウを蓄積し組織内で共有す

ることで支援能力の向上を図る。 
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（別表２） 

 経営発達支援事業の実施体制 

経営発達支援事業の実施体制 

（令和６年１１月現在） 

（１）実施体制（商工会又は商工会議所の経営発達支援事業実施に係る体制／関係市町村の経

営発達支援事業実施に係る体制／商工会又は商工会議所と関係市町村の共同体制／経営指

導員の関与体制 等） 

          

  
事務局長 1名 

   湖西市産業部 

産業振興課  

          

 

 
 事務局長代理(経営指導員)1名     

         

         

 ○総務課 

経営指導員 1名 

記帳指導職員 1名 

記帳指導員 1名 

一般職員 1名 

  ○経営支援課 

法定経営指導員1名 

経営支援員 3名 

記帳指導員 2名 

一般職員 1名 

嘱託職員 1名 

臨時職員 2名 

  

          

 

（２）商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律第７条第５項に規定する

経営指導員による情報の提供及び助言に係る実施体制 

 

①法定経営指導員の氏名、連絡先 

■氏 名：太田 浩史 

■連絡先：湖西市商工会 TEL：053-576-0637 

 

②法定経営指導員による情報の提供及び助言（手段、頻度 等） 

   経営発達支援事業の実施・実施に係る指導及び助言、目標達成に向けた進捗管理、事業の

評価・見直しをする際に必要な情報の提供等を行う。 

 

（３）商工会／商工会議所、関係市町村連絡先 

①商工会／商工会議所 

〒431-0431  

静岡県湖西市鷲津 332-8 

   湖西市商工会 経営支援課 

   TEL：053-576-0637 / FAX：053-576-3981 

   E-mail：shokokai@kosai-city.net 
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②関係市町村 

  〒431-0492 

 静岡県湖西市吉美 3268 

湖西市 産業部 産業振興課 

TEL：053-576-1215 

E-mail：sangyou@city.kosai.1g.jp 

 

 

（別表３） 

 経営発達支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

                                       （単位 千円） 

 
令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 令和 10年度 令和 11年度 

必要な資金の額 5,500 5,500 5,500 5,500 5,500 

 

専門家派遣費 

調査研究費 

セミナー開催費 

広報費 

需要開拓費 

1,000 

1,500 

1,000 

1,000 

1,000 

1,000 

1,500 

1,000 

1,000 

1,000 

1,000 

1,500 

1,000 

1,000 

1,000 

1,000 

1,500 

1,000 

1,000 

1,000 

1,000 

1,500 

1,000 

1,000 

1,000 

（備考）必要な資金の額については、見込み額を記載すること。 

調達方法 

会費収入、手数料収入、静岡県補助金、湖西市補助金、事業収入 等 

（備考）調達方法については、想定される調達方法を記載すること。
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（別表４） 

 経営発達支援計画を共同して作成する商工会又は商工会議所及び関係市町村以外の者を連携して経

営発達支援事業を実施する者とする場合の連携に関する事項 

連携して事業を実施する者の氏名又は名称及び住所 

並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

 

連携して実施する事業の内容 

① 

② 

③ 

・ 

・ 

・ 

連携して事業を実施する者の役割 

① 

② 

③ 

・ 

・ 

・ 

連携体制図等 

① 

 

 

 

 

 

② 

 

 

 

 

 

③ 

 

 

 

 

 

 

 

 


